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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

    ３．第48期第１四半期連結累計期間及び第48期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第49期第１四半期連結累計期間における潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

    ４．第48期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第48期 

第１四半期連結 
累計期間 

第49期 
第１四半期連結 

累計期間 
第48期 

会計期間 
自平成22年４月１日 
至平成22年６月30日 

自平成23年４月１日 
至平成23年６月30日 

自平成22年４月１日 
至平成23年３月31日 

売上高（千円）  8,069,679  6,222,552  30,376,028

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 26,486  △265,008  149,572

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円） 
 28,514  △278,233  126,833

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 △17,532  △244,299  △81,197

純資産額（千円）  11,597,555  11,119,467  11,448,654

総資産額（千円）  20,810,770  19,915,678  19,721,651

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 1.68  △16.39  7.47

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  55.7  55.8  58.0

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

(1）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における経済情勢は、中国やインドなどの新興国を中心に経済成長が続きましたが、

国内では東日本大震災により、企業活動は大きな打撃を受け、自動車業界をはじめ大幅な生産調整を余儀なくされ

たほか、電力問題や原材料価格の高騰により厳しい状況で推移いたしました。 

このような状況の中、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高6,222百万円（前年同期比22.9％減）、営業

損失217百万円（前年同期は営業利益190百万円）、経常損失265百万円（前年同期は経常利益26百万円）、四半期

純損失278百万円（前年同期は四半期純利益28百万円）となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

①車載電装品事業  

車載電装品事業では電子制御ユニットや車載・船舶用ワイヤーハーネス等の販売減により、売上高3,843百万

円（前年同期比18.3％減）、営業損失259百万円（前年同期は営業利益64百万円）となりました。 

②ホームエレクトロニクス事業 

ホームエレクトロニクス事業では、洗濯機用電子制御基板等の販売減により、売上高1,560百万円（前年同期

比22.6％減）、営業利益54百万円（同31.5％減）となりました。 

③情報通信機器事業 

情報通信機器事業では、携帯電話機用回路基板等の販売減により、売上高437百万円（前年同期比47.1％

減）、営業利益26百万円（同44.7％減）となりました。  

④その他 

その他事業では、産業用ロボットコントローラ等の販売減により、売上高380百万円（前年同期比27.5％

減）、営業損失21百万円（前年同期は営業利益11百万円）となりました。  

  

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な

変更はありません。 

  

(3）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、33百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  48,000,000

計  48,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年８月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式  17,085,034  17,085,034

東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

各市場第二部 

単元株式数 

1,000株  

計  17,085,034  17,085,034 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成23年４月１日～

平成23年６月30日 
 －  17,085,034  －  2,476,232  －  2,675,056

(6)【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

  

(7)【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    107,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   16,835,000  16,835 － 

単元未満株式 普通株式    143,034 － １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数  17,085,034 － － 

総株主の議決権 －  16,835 － 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

 ＡＳＴＩ株式会社 
 静岡県浜松市南区 

 米津町2804 
 107,000  －  107,000  0.63

計 －  107,000  －  107,000  0.63

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,386,036 1,091,225 

受取手形及び売掛金 6,659,951 5,701,748 

商品及び製品 906,359 839,360 

仕掛品 453,615 488,895 

原材料及び貯蔵品 2,263,999 3,128,219 

その他 677,594 845,554 

貸倒引当金 △3,759 △7,060 

流動資産合計 12,343,797 12,087,942 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,448,476 5,584,251 

減価償却累計額 △3,064,630 △3,118,292 

建物及び構築物（純額） 2,383,845 2,465,958 

機械装置及び運搬具 3,861,557 3,905,233 

減価償却累計額 △2,736,872 △2,827,660 

機械装置及び運搬具（純額） 1,124,684 1,077,572 

土地 2,051,052 2,048,494 

その他 3,403,353 3,804,172 

減価償却累計額 △2,568,173 △2,618,936 

その他（純額） 835,180 1,185,236 

有形固定資産合計 6,394,763 6,777,261 

無形固定資産 100,596 174,570 

投資その他の資産   

投資有価証券 307,564 299,274 

前払年金費用 479,805 477,098 

その他 119,893 124,329 

貸倒引当金 △24,770 △24,800 

投資その他の資産合計 882,494 875,902 

固定資産合計 7,377,854 7,827,735 

資産合計 19,721,651 19,915,678 
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,675,600 3,067,709 

短期借入金 3,377,325 3,500,790 

未払法人税等 47,531 10,173 

賞与引当金 372,888 535,704 

製品保証引当金 32,256 26,011 

その他 698,774 672,283 

流動負債合計 7,204,376 7,812,672 

固定負債   

長期借入金 804,877 714,976 

退職給付引当金 17,275 16,888 

資産除去債務 2,835 2,850 

その他 243,632 248,822 

固定負債合計 1,068,621 983,537 

負債合計 8,272,997 8,796,210 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,476,232 2,476,232 

資本剰余金 2,640,082 2,640,082 

利益剰余金 6,691,829 6,328,709 

自己株式 △49,947 △49,947 

株主資本合計 11,758,196 11,395,076 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 37,364 30,204 

為替換算調整勘定 △348,332 △305,813 

その他の包括利益累計額合計 △310,967 △275,608 

少数株主持分 1,425 － 

純資産合計 11,448,654 11,119,467 

負債純資産合計 19,721,651 19,915,678 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 8,069,679 6,222,552 

売上原価 7,231,219 5,710,162 

売上総利益 838,460 512,389 

販売費及び一般管理費 648,270 729,947 

営業利益又は営業損失（△） 190,189 △217,558 

営業外収益   

受取利息 1,367 3,312 

受取配当金 1,630 1,918 

保険解約返戻金 720 8,556 

その他 13,681 22,646 

営業外収益合計 17,399 36,432 

営業外費用   

支払利息 12,749 10,261 

為替差損 157,782 66,249 

その他 10,571 7,371 

営業外費用合計 181,102 83,882 

経常利益又は経常損失（△） 26,486 △265,008 

特別利益   

固定資産売却益 2,922 845 

特別利益合計 2,922 845 

特別損失   

固定資産処分損 6,341 9 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,007 － 

特別損失合計 10,349 9 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

19,059 △264,171 

法人税等 △5,614 15,434 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

24,674 △279,605 

少数株主損失（△） △3,840 △1,372 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 28,514 △278,233 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

24,674 △279,605 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △36,765 △7,159 

為替換算調整勘定 △5,441 42,465 

その他の包括利益合計 △42,206 35,306 

四半期包括利益 △17,532 △244,299 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △14,928 △242,873 

少数株主に係る四半期包括利益 △2,604 △1,425 
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 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。 

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

配当金支払額 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

配当金支払額 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

減価償却費 千円 215,685 千円 195,392

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  84,903  5.00 平成22年３月31日 平成22年６月23日  利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  84,886  5.00 平成23年３月31日 平成23年６月24日  利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：千円）  

  

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＦＡ機器、産業用ロ

ボットコントローラ等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用△13,906千円であり、

主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産の減価償却費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 
その他 
（注１） 

合計 
車載電装品 

ホーム 
エレクトロ
ニクス  

情報通信機器 計 

売上高             

外部顧客への 

売上高 
 4,702,309  2,016,481  826,244  7,545,034  524,644  8,069,679

セグメント間の内
部売上高 
又は振替高 

 95,627  55,571  7,831  159,030  768  159,799

計  4,797,936  2,072,052  834,076  7,704,065  525,413  8,229,479

セグメント利益  64,808  79,447  48,357  192,614  11,482  204,096

  
調整額 
（注２）  

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注３）  

売上高     

外部顧客への 

売上高 
 －  8,069,679

セグメント間の内
部売上高 
又は振替高 

 △159,799  －

計  △159,799  8,069,679

セグメント利益  △13,906  190,189
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用ロボットコン

トローラ、ＦＡ機器等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用△17,639千円であり、

主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産の減価償却費であります。 

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。   

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

  

報告セグメント 
その他 
（注１） 

合計 
車載電装品 

ホーム 
エレクトロ
ニクス  

情報通信機器 計 

売上高             

外部顧客への 

売上高 
 3,843,803  1,560,847  437,475  5,842,127  380,424  6,222,552

セグメント間の内
部売上高 
又は振替高 

 71,187  47,131  16,202  134,521  413  134,935

計  3,914,991  1,607,979  453,677  5,976,648  380,838  6,357,487

セグメント利益 

又は損失(△）  
 △259,566  54,397  26,751  △178,417  △21,501  △199,919

  
調整額 
（注２）  

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注３）  

売上高     

外部顧客への 

売上高 
 －  6,222,552

セグメント間の内
部売上高 
又は振替高 

 △134,935  －

計  △134,935  6,222,552

セグメント利益 

又は損失（△）  
 △17,639  △217,558
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 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）前第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。当第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

  

 該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△） 
円 銭 1 68 円 銭 △16 39

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円） 
 28,514  △278,233

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円） 
 28,514  △278,233

普通株式の期中平均株式数（千株）  16,979  16,977

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月11日

ＡＳＴＩ株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 藤田 和弘  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 田宮 紳司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＡＳＴＩ株式

会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。  

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＡＳＴＩ株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 


